
  
新潟県村上市及び胎内市沖における協議会運営規程 

 

第１章 総則 

（組織） 

第１条 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する

法律（平成３０年法律第８９号。以下「法」という。）第９条第１項の規定に基づき、

新潟県村上市及び胎内市沖について、協議会を組織する。 

 

（名称） 

第２条 前条に規定する協議会は、新潟県村上市及び胎内市沖における協議会（以下

「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第３条 協議会は、法第９条の規定に基づき、新潟県村上市及び胎内市沖の区域（以

下「協議区域」という。）について、法第８条第１項に規定する海洋再生可能エネル

ギー発電設備整備促進区域（以下「促進区域」という。）の指定及び促進区域におけ

る海洋再生可能エネルギー発電事業の実施に関し必要な協議、情報共有を行う。 

 

（協議） 

第４条 協議会は、次の各号に掲げる事項に関して協議、情報共有を行うことができ 

る。 

 一 協議区域における促進区域の指定に関すること（促進区域の指定の解除及び変

更の場合を含む。） 

 二 協議区域における利害関係者との調整に関すること 

 三 協議区域における法第 13 条第１項に規定する公募（以下「公募」という。）の

実施に当たって留意すべき事項に関すること 

 四 協議区域における発電設備の設置工事その他の海洋再生可能エネルギー発電

事業の実施に関すること 

 

第２章 構成員 

（構成員） 

第５条 協議会は、別表に掲げる者をもって構成する。 

２ 経済産業大臣、国土交通大臣及び新潟県知事が必要と認める者については、構成

員として別表に追加することができる。 

 

第３章 座長及び副座長 

（座長及び副座長の選任） 

第６条 協議会に座長及び副座長を置く。 

一 座 長 １名 

二 副座長 １名 

参考資料１ 



２ 前項の座長及び副座長は、別表に掲げる構成員から選任する。 

３ 座長は互選により選任する。副座長は座長の指名により選任する。 

 

（座長及び副座長の職務） 

第７条 座長は、会務を総理する。 

２ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるときまたは座長が欠けた時はその職

務を代理する。 

 

（座長及び副座長の任期） 

第８条 座長及び副座長の任期は原則２年とし、再任を妨げないものとする。 

２ 補欠による任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（任期満了又は辞任の場合） 

第９条 座長及び副座長は、その任期が満了し、または辞任により退任しても、後任

の座長及び副座長が就任するまでの間は、なおその職務を行うものとする。 

 

第４章 協議会の運営等 

（基本原則） 

第 10 条 協議会の運営は、法、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域

の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針、

海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン等を踏まえて行

うものとする。 

 

（協議会の運営） 

第 11 条 協議会は、構成員現在数の過半数の出席がなければ開催することができな

い。 

２ 構成員は、都合により協議会を欠席する場合、代理の者を出席させることができ

る。 

３ 協議会の進行は座長が行うこととする。座長が欠席の場合は、副座長が協議会の

議事進行を行う。 

４ 協議会の構成員は、関係行政機関の長に対し、法第９条第５項に基づき、必要な

助言、資料の提供その他の協力を求めることができる。 

５ 協議会の構成員は、前項のほか、協議会の構成員以外の者に対し、必要な助言、

資料の提供その他の協力を求めることができる。 

６ 協議会は、原則として公開で開催するものとする。ただし、会議の公正が害され

るおそれがあるときその他公益上必要があるときは、会議を非公開とすることがで

きる。協議会の公開の方法は、座長が協議会に諮って定める。 

７ 協議会中の取材については、協議会の運営に支障を来さない範囲において認める。 

 

（議事要旨及び議事録） 

第12条 協議会の議事については、議事要旨及び議事録を作成しなければならない。 



２ 議事要旨及び議事録は少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。 

一 開催日時及び開催場所 

二 構成員の現在数及び協議会に出席した構成員の氏名 

三 議案 

四 議事の経過の概要及びその結果 

３ 議事要旨及び議事録は、公開とする。ただし、協議会を非公開とした場合の議事 

要旨の取り扱いについては、座長が協議会に諮って定める。 

４ 議事要旨及び議事録は、第 14 条に規定する事務局において作成する。 

 

（協議結果の尊重義務） 

第 13 条 協議会の構成員は、協議会において協議が調った事項については、その協 

議の結果を尊重しなければならない。 

 

第５章 事務局 

（事務局) 

第 14 条 協議会の事務を処理するため、経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー

課、国土交通省港湾局海洋・環境課及び新潟県産業労働部創業・イノベーション推

進課に事務局を置く。 

 

（書類の備え付け） 

第 15 条 協議会は、前条の事務局に次の各号に掲げる書類を備え付けておかなけれ

ばならない。 

一 第 1条に基づき協議会を組織したことを示す書面 

二 協議会運営規程 

 

第６章 雑則 

（構成員の責務） 

第 16 条 協議会の構成員は、「一般海域における占用公募制度の運用指針」（令和元

年６月）において、「公募の開始から終了時までの間に地元関係者への接触を行い、

本事業に係る公募による選定手続の公平性、透明性及び競争性を阻害した者」でな

いことを占用公募制度の参加資格としていることに留意し、公募における選定手続

の公平性、透明性及び競争性の確保に努めなければならない。 

 

（細則）  

第 17 条 この規程に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な事項は、第 14

条に規定する事務局が協議会に諮り、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、令和４年１月１９日より施行する。 

  



（別表） 

 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

新潟県知事 

農林水産大臣 

新潟県村上市長 

新潟県胎内市長 

新潟県漁業協同組合連合会 

新潟漁業協同組合 

新潟漁業協同組合（岩船港支所） 

新潟漁業協同組合（北蒲原支所） 

一般社団法人新潟県さけます増殖協会 

三面川鮭産漁業協同組合 

荒川漁業協同組合 

胎内川漁業協同組合 

石油資源開発株式会社 

日本海洋石油資源開発株式会社 

粟島汽船株式会社 

岩船港利用促進協議会 

日本内航海運組合総連合会 

東京大学 名誉教授 荒川 忠一 

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 教授 宮下 和士 

一般財団法人日本エネルギー経済研究所 理事 工藤 拓毅 

長岡技術科学大学環境社会基盤工学専攻 准教授 犬飼 直之 

 


